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損益計算書
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個  別  注
自 2019年 4
至  2020年 3

表

1.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法

②その他有価証券
時価のあるもの
決算日前 lヶ 月の市場価格の平均に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準および評価方法

未 成 作 業 支 出 金  個別法による原価法
貯   蔵   品  最終仕入原価法による原価法
(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )

(3)有形固定資産の減価償却の方法 (リ ース資産を除く)

記
日

日３

月

月

物建 定率法を採っている。但し、 1998年 4月 1日 以降に取得 した建物 (建物附属
設備は除く)お よび 2016年 4月 1日 以降に取得 した建物附属設備については
定額法を採っている。
定額法を採つている。
定率法を採っている。但し、2016年 4月 1日 以降に取得 した構築物について
は定額法を採っている。なお、取得価額が 10万円以上 20万円未満の減価償却
資産については、 3年間で均等償却している。

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事の うち当事業年度末で損失が確実視 さ
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、翌事業年度以
降に発生が見込まれる損失を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (10年)に よる定額法により費用
処理 している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数 (10年)に よる定額法により按分した額をそれぞ
れ翌事業年度から費用処理することとしている。

役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

船舶安全法の規定による定期検査を受けることとなる船舟白につき、当該修理に要
する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上している。

(4)無形固定資産の減価償却の方法 (リ ース資産を除く)

定額法を採っている。自社利用のソフ トウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づき
償去口している。

(5)引 当金の計上基準

貸 倒 引 当 金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案 し、回収不能見
込額を計上している。

船       舶
上記以外の有形固定資産

役 員 賞 与 引 当 金

受注工事損失引当金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

特 別 修 繕 引 当 金

(6)消費税等の会計処理は税抜方式による。
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2.貸借対照表注記

(1)有形固定資産から控除した減価償却累計額

(2)関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権

短 期 金 銭 債 務

3.損益計算書注記

(1)関係会社との現又引高

売    上    高

仕    入    高

営業取引以外の取引高

(2)販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

72, 73と 百万円

45, 402百 万円

19, 914百 万円

111, 014百 万円

40, 184百 万円

1,493百 万円

31百万円

4.株主資本等変動計算書注記

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 期 盲
株式教 (株 )

当 期 増 加
株式数 (株 )

当 期 減 少
株式数 (株 )

当 期 末
株式数 (株 )

発行済株式
普涌株式 64 990_200 1_296 64_990.200 1.296

自己株式

普涌株式 181.428.9 3 181.428.9 3

(注1)2019年 9月 19日 を効力発生日として普通株式 50, 000株 を 1株 とする株式併合を行つ
ている。

(注2)自 己株式の増加は、株式併合に伴 う端数株式の買取によるものである。
(注3)自 己株式の減少は、消却によるものである。

(2)配 当に関する事項

①配当金支キム額

決議 株式の種類
配 当金 の総額

(百万円)

1株当た り
西己当額 (円 )

基準 日 効力発生日

2019年6月 26日

定時株主総会
普通株式 4,342 67.00 2019年 3月 31日 2019年 6月 27日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
次のとおり、決議を予定している。

決議 株式の種類
配 当金 の総額

(百万 円 )

1株当た り
西R当 客百r円Ⅲ

基準 日 効力発生 日

2020年6月 25日

庁時株主総会
普通株式 4,111 3,179,991 2020年 3月 31日 2020年 6月 26日

5.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定 し、資金調達については親会社等からの借入による
方針である。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿つて

'ス
ク低減を図つている。また、

投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

(2)金融商品の時価等に関する事項

2020年 3月 31日 における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。

(*)負債に計上 されているものについては、 ()で示 している。

貸借対照表
計上額 (*)

口寺l山  (*) 差額

(1)現金及び預金 25 25

(2)預 け金 29,309 29,309

(3)受 取手形及び売掛金 23,297 23,297

(4)投 資有価証券 221 221

資産計 52,853 52,853

(5)買掛金 (13,435) (13,435)

(6)預 り金 (16,164) (16,164)

負債計 (29,599) (29,599)
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(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、 (2)預 け金、 (3)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等 しいことから、当該帳簿価額によって
いる。

(4)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

(5)買掛金、 (6)預 り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほば等 しいことから、当該帳簿価額によって
いる。

(注2)非上場株式 (貸借封照表計上額 161百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャンシユ・フロ~
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「 (4)投資有価
証券Jには含めていない。

6.賃貸等不動産の状況に関する事項

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の倉庫 (土地含む)を有している。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項

(注1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償去P累 計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

(注2)当 事業年度末の時価は、主として「路線価」に基づいて自社で算定した金額である。

7.税効果会計

(1)当事業年度末における、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金
固定資産減損損失
未払賞与
その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金
その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

8.一株当たり情報

(1)一株当たり純資産額

9.その他計算書類の作成のための参考となる事項

金額は表示単位未満を切 り捨てている。

百万円
百万円
百万円
百万円

5, 176百 万円

△ 1, 515百 万円

3, 661百 万円

２

１

９

２

５

９

４

４

１

６

７

３

６

４

△ 3,0
△

百万円
百万円

Ｏ

Ｏ

９

９

△ 3, 181百 万円

479百 万円

47, 641, 083円 75銭

(2)一株当たり当期純利益            5, 747, 679円 57銭
(注1)2019年 9月 19日 を効力発生日として普通株式 50, 000株 を 1株 とする株式併合を行っ

ている。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定 して、 1株当たり純資産額及び 1株
当たり当期純利益を算定している。

貸借対照表計上額 時 価

16,244 32,059
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